
計算書類の注記

１．重要な会計方針
　　　計算書類の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2011年11月20日　ＮＰＯ法人会計基準協議会）によっています。

　 （１） 棚卸資産の評価基準及び評価方法
最終仕入原価法による

　 （２） 固定資産の減価償却の方法
定額法による

　 （３） 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受入れは、活動計算書に計上しています。
また計上額の算定方法は「３.　施設の提供等の物的サービスの受入の内訳」に記載しています。

　 （４） ボランティアによる役務の提供

（５） 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２．事業別損益の状況
（単位：円）

パソコン講習 啓発・広報 市民活動支援商店街活性化 事業部門計 管理部門 合計
Ⅰ　経常収益
 １． 受取会費 0 0 0 0 0 30,000 30,000

 ２． 受取寄附金 0 0 0 0 0 50,000 50,000

 ３． 受取補助金等 0 0 0 0 0 0 0

 ４． 事業収益 2,050 0 332,000 0 334,050 0 334,050

 ５． その他収益 0 1,001 1,001

経常収益計 2,050 0 332,000 0 334,050 81,001 415,051
Ⅱ　経常費用

 （１） 人件費
事業雑給 1,202 0 303,950 0 305,152 0 305,152

事業販売促進費 0 0 0 0 0 0 0

人件費計 1,202 0 303,950 0 305,152 0 305,152
 （２） その他経費

事業材料費 547 0 0 0 547 0 547
賃借料 0 29,344 0 0 29,344 0 29,344
広告宣伝費 0 0 0 0 0 0 0
その他経費計 547 29,344 0 0 29,891 0 29,891

 （３） 管理費
管理費按分 1,155 0 187,059 0 188,214 45,638 233,852
管理費計 1,155 0 187,059 0 188,214 45,638 233,852

経常費用計 2,904 29,344 491,009 0 523,257 45,638 568,895

当期経常増減額 -854 -29,344 -159,009 0 -189,207 35,363 -153,844

各部門収益/415,051 1,155 0 187,059 0 188,214 45,638 ×56.343%

３．施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
（単位：円）

内容 金額
公民館 3,200 公民館の使用料(定例会議使用)

0 市民活動サポートセンター使用料は無料

４．活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳
（単位：円）

内容 金額
事業相談員 0 ボランティアによる役務の提供は有りません

ボランティアによる役務の提供は、「４．活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提
供の内訳」として注記しています。

科目

市民活動サポートセンター

算定方法

算定方法



５．使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。
当法人の正味財産は284,657円ですが、そのうち0円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は284,657円です。

（単位：円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

鮎川宜正 0 50,000 50,000 0

合計 0 50,000 50,000 0

６．固定資産の増減内訳
（単位：円）

科目 取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産
パソコン機器 1,455,507 0 1,455,507 0 0 0

無形固定資産
ソフトウエア 0 0 0 0 0 0

合計 1,455,507 0 1,455,507 0 0 0

７．借入金の増減内訳
（単位：円）

科目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
長期借入金 0 0 0 0
役員借入金 0 0 0 0

合計 0 0 0 0

８．役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

（単位：円）
計算書類に計 内役員及び近

上された金額 親者との取引

（活動計算書）
受取寄附金 50,000 50,000
委託料 0 0

活動計算書計 50,000 50,000

（貸借対照表）
未払金 0 0
役員借入金 0 0

貸借対照表計 0 0

９．その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにす
るために必要な事項

　・現物寄附の評価方法
現物寄附を受けた固定資産の評価方法は、固定資産税評価額によっています。

　・事業費と管理費の按分方法

　・重要な後発事象
後発事象は発生していません。

　・その他の事業に係る資産の状況

各事業の事業費(人件費及び経費)は、各事業の従事者及び発生した経費で計算しています。

その他の事業は行っていません。

その他管理費は、各事業に共通する経費を事業収益の割合に基づき按分しています。

内容 備考
寄付金の総額は50,000円です。

科目


